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独立行政法人 空港周辺整備機構の中期目標（ ４期 ） 

 
 

１． 政策体系における法人の位置づけ及び役割 

 

航空輸送の急激な発展に伴うジェット機の運航の増加は、利便性の向上をもたらす反

面、空港の周辺地域に深刻な騒音問題を引き起こした。国は、特定飛行場（国が設置する

公共用飛行場であって騒音等による障害が著しいと認める空港）について、「公共用飛行

場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律 （昭和 42 年法律第 110

号。以下「騒防法」という。）」に基づき、その周辺地域の住宅の騒音防止工事の助成や移

転補償等の環境対策事業を実施している。福岡空港は、特定飛行場の中でも、特に周辺

の市街化が著しく、騒音区域における航空機騒音障害の緩和や生活環境の改善に資す

るための計画的な地区整備を促進する必要が認められたことから、周辺整備空港として

指定された。       

騒防法により、指定された福岡空港の騒音区域を管轄する福岡県知事は「福岡空港周

辺整備計画」を策定し、当該計画の実施主体として、政府・自治体からの出資金により福

岡空港周辺整備機構が設立された。その後、特殊法人等改革の一環として平成 15 年 10

月 1 日に、独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」という。）として新たに発足し、福

岡空港周辺の環境対策事業（再開発整備事業、住宅騒音防止対策事業、移転補償事業、

緑地造成事業）を実施している。上記事業の実施にあたっては、地域と空港の共生に貢

献することを念頭に、機構は、空港周辺住民や関係自治体等との意思疎通を図りながら、

地域の事情や住民の要望に沿ったきめ細やかな対応を行ってきた。このように、地元住

民等に寄り添いながら、丁寧な対応を長年にわたり実施してきたことから、機構は、上記

事業に係る豊富なノウハウを蓄積し、地元自治体や住民からも高い評価及び信頼を得て

いる。 

一方、「独立行政法人の制度及び見直しの基本方針（平成 24 年 1 月 20 日閣議決定）」

において、機構の講ずべき措置として、「福岡空港につき民間委託等を行うこととなる際に、

本法人が行う福岡空港の周辺環境対策も、その適正な実施を確保しつつ、新たな空港運

営主体に移管する方法で検討する」とされ、「民間の能力を活用した国管理空港等の運営

等に関する法律（平成 25 年 6 月 12 日法律第 34 号。以下「民活空港運営法」という。）」が

施行されたことにより、国は空港運営の民間委託を進めることとなり、また、環境対策事業

についても国管理空港運営権者（民活空港運営法第 4 条第 2 項に規定する国管理空港

運営権者をいう。以下「運営権者」という。）へ移管することとされたところである。さらに、

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定。以下「25

年閣議決定」という。）」において、「福岡空港について民間委託の手続きを進める際には、

周辺地域の理解を得る観点からも、丁寧な手続きを踏む必要があることから、業務移管に

当っては、必要な経過措置等も含めた業務の適正かつ円滑な実施を確保する。本法人の
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業務が全て完了した段階で、本法人は廃止する。」ことが決定された。 

これらの方針等を踏まえ、「福岡空港特定運営事業等実施方針(平成 29 年 3 月 24 日

国土交通省航空局。以下「実施方針」という。」において、機構は、環境対策事業を機構の

廃止が予定されている滑走路増設事業の完了から 4 年後に運営権者へ移管するまでは

引き続き実施するとともに、運営権者による円滑な業務の実施を確保すると決定している。

また、機構の業務及び組織については、国の政策を実施するための機関として法人の機

能の最大化を図るため、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図り、本中期目標に

したがって業務を着実に実施するものとする。 

（別添）政策体系図 

 

２． 中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間とする。 

 

３． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

独立行政法人の目標の策定に関する指針（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定、令和 4

年 3 月 2 日改定）における「一定の事業等のまとまり」は、再開発整備事業、住宅騒音防

止対策事業、移転補償事業及び緑地造成事業の４つとする。 

 

（１） 再開発整備事業 

再開発整備事業は、移転補償事業により国が取得した土地を、機構が有償で借

受け、周辺生活環境へも配慮しながら「騒音斉合施設※」を整備し、貸付をすることに

よって移転補償跡地の有効活用を図る事業である。 

本事業は、これまで地域のまちづくり・生活環境改善の一環として、国・県・市・地

元関係者と一体となって取り組んできた結果、郵便集配施設・郵便局、ホームセンタ

ー、複合商業施設などの施設整備及び誘致を実現しており、地域活性化に繋がって

いる。 

今後も地域との共生に資するため、貸借人の経営状況の把握に努めるなど、事業

の健全性を確保しつつ、賃貸料の収入をもって保有資産の適切な維持管理を図って

いくこと。 

※航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの少ない施設（駐車場、倉庫、物

販施設など） 

【指標】  

・定期巡回による全施設月１回の点検実施 

 （平成 28 年度実績  全施設月１回の点検実施） 

・全貸借人との情報交換のための面談  年１回以上 

 （平成 28 年度実績  一部賃借人と面談） 
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（２） 住宅騒音防止対策事業 

住宅騒音防止対策事業は、航空機騒音障害の緩和による生活環境の改善を目的

として、騒音区域（第一種区域）指定の際に存在した住宅に対し、住民からの申請

に基づき、国や地方公共団体からの助成を受けて防音工事を行うとともに、当該工

事により設置された空気調和機器の更新工事などを行う事業である。 

今後も、騒防法に基づく国からの補助事業として、関係自治体担当者との情報共

有及び積極的な広報等の取組を通じて、事業を円滑かつ着実に実施することにより

空港周辺住民の生活環境改善を図るとともに、事務処理の効率化等を図り、事業を

着実に推進していくこと。 

【指標】 

・更新工事交付申請に対する交付決定までの処理日数  ６０日以内 

 （平成 28 年度実績  60 日） 

 

（３） 移転補償事業 

移転補償事業は、航空機騒音障害の緩和による生活環境の改善を目的として、

国からの委託契約に基づき、騒音区域（第二種区域）の指定の際に存在した建物や

土地について、所有者等からの申請に基づき、その建物の移転補償や土地の買い

入れを行う事業である。 

今後も、騒防法に基づく国からの委託事業として、地域と空港の共生に貢献する

観点から、関係自治体担当者との情報共有及び積極的な広報等の取組を通じて、

事業を円滑かつ着実に実施することにより空港周辺住民の生活環境改善を図ると

ともに、事務処理の効率化等を図り、事業を着実に推進していくこと。 

【指標】 

・申請後の測量等の調査開始から契約までの日数  原則２７０日以内 

 （平成 28 年度実績  270 日） 

 

【重要度：高】 

空港周辺住民の生活基盤である住居等について、申請のあった物件の着実な移

転により、移転申請をした住民の生活環境の改善に資すること、また、25 年閣議決

定において、業務の民間委託に向けて業務の適正かつ円滑な実施を確保するとさ

れていることから重要なものであるといえる。 

 

（４） 緑地造成事業 

緑地造成事業は、騒音区域（第三種区域）において、航空機騒音障害の緩和に

よる生活環境の改善を目的とし、移転補償事業により国が取得した土地について、

国からの委託契約に基づき緩衝緑地帯の整備を行う事業である。 

今後も、騒防法に基づく国からの委託事業として、地域と空港の共生に貢献する

観点から、航空機騒音障害の緩衝帯である緑地造成について、事務処理の効率化
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等を図り、事業を着実に推進していくこと。 

 

４．業務運営の効率化に関する事項 

国の行政の業務改革に関する取組方針（平成 26 年 7 月 25 日総務大臣決定）等で示さ

れた業務の見直し及び業務処理の電子化等を踏まえ、以下の取組を行うことにより、コス

ト削減等を推進し業務運営の効率化を図ること。 

（１）  業務改善の取組 

① 業務運営の効率化 

      現体制の下、人材の確保・育成、技術の承継により組織を一層活性化するとともに、

将来の事業見込み等にも留意しつつ更なる業務の見直しを行い効率的な事業執行を

図ること。 

② 事業費の抑制 

事業費について、中期目標期間の最後の事業年度において、前中期目標期間の

最終年度比で５％程度に相当する額を削減すること。 

③  一般管理費の抑制 

一般管理費（人件費及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、中期目

標期間の最後の事業年度において、前中期目標期間の最終年度比で 15％程度に相

当する額を削減すること。 

④  契約の適正化・調達の合理化 

引き続き、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成

27 年 5 月 25 日総務大臣決定）等を踏まえ、契約の適正化を推進し、公正かつ透明

な調達手続による適切で迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、機構内の推

進体制を整備し、外部有識者等による契約監視委員会を活用するとともに、毎年度

「調達等合理化計画」を策定・公表し、年度終了後、実施状況について評価・公表を

行うこと。また、一般競争入札等を原則としつつも、随意契約によることができる事由

を会計規程等において明確化し、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施

すること。 

⑤ 給与水準の適正化 

給与水準については、引き続き、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含

め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定して

その適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を毎年度公表す

ること。 

 

（２）  業務のデジタル化及びシステムの最適化 

機構の情報システムの整備及び管理については、デジタル庁が策定した「情報シ

ステムの整備及び管理の基本的な方針」（令和 3 年 12 月 24 日デジタル大臣決定）

に則り、情報システムの適切な整備及び管理を行うとともに、情報システムの整備及

び管理を行うＰＪＭＯを支援するため、ＰＭＯの設置等の体制整備を行うこと。 
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業務運営の簡素化及び効率化を図るため、再開発整備事業貸付物件資料のデ

ータベース化拡充、住宅騒音防止対策事業工事関係書類の電子化と防音工事シス

テムとの連動推進など、ＩＣＴの活用等により、業務のデジタル化及びシステムの最

適化を推進すること。 

 

 

５．財務内容の改善に関する事項 

中期目標期間における予算、収支計画及び資金計画について、各事業において適切

に計画するとともに予算管理を徹底し、引き続き健全な財務体質の維持を図ること。  

 

６．  その他業務運営に関する重要事項            

（１）  適切な内部統制の実施 

内部統制については、これまで同様充実・強化を図ること。その際、「独立行政法人

の業務の適正を確保するための体制等の整備」（平成 26 年 11 月 28 日付け総務省行

政管理局長通知）を踏まえ、内部統制を機能させるための規程類、体制を常にチェック

すること。 

指示の伝達、情報共有・活用等に資するために引き続き内部各委員会の開催、職

員研修の実施、内部コミュニケーションの活性化等を図ること。これらが有効に行われ

ているかの点検・検証と、その結果を踏まえた取組の見直し・推進を行うこと。 

 

（２）  情報セキュリティ対応等の取組の推進 

情報セキュリティ、個人情報保護対応については、平成 27 年 9 月の「サイバーセキュ

リティ戦略」等の政府方針を踏まえ、独立行政法人空港周辺整備機構情報セキュリテ

ィポリシーに基づき、適切な情報セキュリティ対策を行うこと。これに基づき、ハード及

びソフトの両面での不断の見直し、役職員の高い意識を保持するための適時適切な研

修など情報セキュリティ対策を講じ、情報システムに対するサイバー攻撃への防御力、

攻撃に対する組織的対応能力の強化に取り組むこと。併せて、これらの取組の点検・

検証と、その結果を踏まえた取組の見直しと推進を行うこと。 

 

（３）  空港と周辺地域の共生と連携の強化 

周辺住民、国及び関係自治体等との十分な意思疎通を図りながら、空港と周辺地域

の共生に資するため、次の措置を講ずること。 

①  国及び関係自治体との連携 

空港周辺環境対策事業が円滑かつ効果的に実施できるよう国及び関係自治体

との十分な意思疎通を図るための体制の確保を図ること。 

②  広報活動の充実 

機構が担う空港周辺の環境対策事業及び同事業に関わる事務・事業の運営状

況等について、透明性の確保、空港周辺住民の理解増進及び運営権者への円滑
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な環境対策事業の承継を図る観点から、より一層の国民等への説明責任を全うす

るための広報の充実に努めること。 

このため、ホームページを年間２０回程度常に最新の情報に更新し、リーフレット

やチラシによる広報を積極的に推進すること。 

 

（４）  運営権者への円滑な環境対策事業の承継に向けた取組の推進 

国からの委託により機構で実施している環境対策事業については専門知識・経験

等が求められる業務であることから、環境対策事業承継日以降の運営権者による円

滑な業務の実施を確保するため、運営権者への円滑な環境対策事業の承継に向けた

取組を推進していくこと。 



第一条 この法律は、公共用飛行場の周辺における航空機の騒音により生ずる障害の防止、航空機の離着
陸のひん繁な実施により生ずる損失の補償その他必要な措置について定めることにより、関係住民の生活
の安定及び福祉の向上に寄与することを目的とする。

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律（抄）

独立行政法人空港周辺整備機構の政策体系図

独立行政法人空港周辺整備機構は、周辺整備空港（福岡空港）の周辺地域において空港周辺整備計画を実
施する等によりその地域における航空機の騒音により生ずる障害の防止及び軽減を図り、併せて生活環境の
改善に資することを目的としている。（騒防法第２０条）

空港周辺整備機構が果たすべき役割

住宅騒音防止対策事業移転補償事業 再開発整備事業緑地造成事業

第１種区域内に建っ
ている住宅に対し、
航空機騒音により生
ずる障害の軽減を図
るため住宅防音工事
に関し助成を行う。

第２種区域内の建物
等の移転又は除去
により生ずる損失の
補償及び土地の購
入に関する事務を行
う。

航空機の騒音により
その機能が害される
おそれの少ない施設
（倉庫、物販施設等）
の用に供する土地の
造成及び管理を行う。

第３種区域において、
緑地帯その他の緩衝
地帯の造成及び管
理を行う。


